
（第１号様式）

提案型大学連携協働事業　企画提案書
	
令和　　　年　　　月　　　日

日進市長　あて

大学名
所在地
代表者名
事業責任者名
連絡先（電話・Ｅメール）　　　　　　　　　　　　　

提案型大学連携協働事業について、下記のとおり関係書類を添えて提案します。
	提案事業名
	　

	該当する
ＳＤＧｓのテーマを一つ選択してください。
	１　貧困をなくそう　　２　飢餓をゼロに　　３　すべての人に健康と福祉を
４　質の高い教育をみんなに　　５　ジェンダー平等を実現しよう　　　　
６　安全な水とトイレを世界中に　７　エネルギーをみんなに そしてクリーンに
８　働きがいも経済成長も　９　産業と技術革新の基盤をつくろう
10　人や国の不平等をなくそう　　11　住み続けられるまちづくりを
12　つくる責任つかう責任　１３　気候変動に具体的な対策を
1４　海の豊かさを守ろう　　1５　陸の豊かさも守ろう
1６　平和と公正をすべての人に　　１７　パートナーシップで目標を達成しよう


	事業費総額
	円（事業費明細書（G）の金額）

	添付書類
	・企画提案書（第１号様式）
・事業計画書（第２－１号様式）
・事業実施スケジュール表（第２－２号様式）
・事業費明細書（第３号様式）


【特記事項】
事業内容を変更及び中止する場合は、速やかに地域共生課へ相談してください。企画提案書、事業費明細書（変更）の提出や理由書等の提出が必要です。
（第２－１号様式）

事業計画書

１　提案事業名
	



２　事業を提案する目的
	



３　提案事業の内容
※欄が不足する場合は、別紙（A４版縦型）を追加してください。
	実施時期

	実施場所

	実施方法

	実施内容

	対象者や人数

	事業連携課　　□　地域共生課　　　　□　担当課　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※文章を補うため、写真、イラスト、イメージ図を使用することができます。（カラー可）
※学生サークル、ゼミ等が実施主体の場合は、下記も記入してください。
	サークル名
ゼ　ミ　名
	
（登録学生数：　　　名）

	団体の概要
（目的、活動）
	




４　提案事業の目標、日進市への効果
	目標


	日進市への効果



※文章を補うため、写真、イラスト、イメージ図を使用することができます。（カラー可）

５　日進市へ希望する支援事項
	今回の事業実施にあたり、日進市に依頼を希望する事項について○をつけてください。
（　　）公共施設の優先予約・使用料減免
（　　）チラシ及びポスターの設置依頼
（　　）広報にっしん、市ホームページ及び配信メールでのPR
（　　）資材（プロジェクター、コードリール等）の貸し出し
（　　）その他　※具体的に記載してください
　　　　
　　　　
　　　　




（第２－２号様式）
事業実施の実施予定期間及びスケジュール表
◆実施予定期間　
実施予定期間は完了届の提出予定日までを記載してください。また、事業は令和９年２月２８日までに終了してください。
	　　令和　　　年　　　月　　　日　　　　　～　　　　　令和　　　年　　　月　　　日



◆実施スケジュール
事業実施に向けて、「いつ頃」「どのような作業を」「誰が担当者となり」「どのくらいの人数で行うのか」を具体的に記載してください。
	時　期
	項　目
	内　　　　　容
	担 当 者 名
	従事するスタッフの人数など

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※必要に応じて用紙を追加してください。


[bookmark: _Hlk221543260]（第３－１号様式）
事業費明細書

事業費総額　　　　　　　　　　　　　円（税込）　（下記（G）の金額）
	科目
	金額
	積算根拠
（人数、単価、数量、回数など詳細に記載）

	
	直接人件費（A）
	円
	

	直　　　　接　　　　費
	直接経費（B）
	円
	下記内訳のとおり

	
	内　　　　　　訳

	
	謝礼
	円
	

	
	消耗品費
	円
	

	
	燃料費
	円
	

	
	印刷製本費
	円
	

	
	役務費
	円
	

	
	使用料及び賃借料
	円
	

	
	その他（　　　）
	円
	

	間接費（C）
	円
	直接人件費（Ａ）×10％

	小　計（Ｄ）
	円
	（A）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

	消費税（E）
	円
	（D）×10％

	
	
	

	旅　費（F）
	円
	

	
	
	

	合　　計（G）
	
	（D）＋（E）＋（F）





（第３－2号様式）
事業費明細書（変更）

事業費総額　（変更前）　　　　　　円→（変更後）　　　　　　　　　　円（税込）
　（下記（G）の金額）
	科目
	変更前
金額
	変更後
金額
	変更内容の積算根拠
（人数、単価、数量、回数な
ど詳細に記載）

	
	直接人件費（A）
	円
	円
	

	直　　　　接　　　　費
	直接経費（B）
	円
	円
	下記内訳のとおり

	
	内　　　　　　訳

	
	謝礼
	円
	円
	

	
	消耗品費
	円
	円
	

	
	燃料費
	円
	円
	

	
	印刷製本費
	円
	円
	

	
	役務費
	円
	円
	

	
	使用料及び賃借料
	円
	円
	

	
	その他（　　　）
	円
	円
	

	間接費（C）
	円
	直接人件費（Ａ）×10％

	小　計（Ｄ）
	円
	（A）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

	消費税（E）
	円
	（D）×10％

	
	
	

	旅　費（F）
	円
	

	
	
	

	合　　計（G）
	
	（D）＋（E）＋（F）



提案型大学連携協働事業　チェックシート（第４号様式）


	No
	確認事項
	✓

	1
	申請書類は指定した様式(第1号様式～第3号様式)に記入し、全てA4サイズで作成している。
	

	2
	応募受付期間(令和8年3月16日～9月11日)内に提出できること。期間は、第1期が事業優先であることを理解している。
	

	3
	事業実施期間（令和8年6月1日～令和9年2月28日）内に実施できるスケジュールである。	
	

	４
	振込口座は大学名義の口座である。大学内サークル等の団体や教授等の個人名義へは振込できない。
	


【共通準備】

【応募資格・事業要件の確認】
	No
	観点
	確認事項
	✓

	1
	応募資格
	日進市と連携協力協定を締結している大学である。
	

	2
	実施場所
	日進市をフィールドとして行われる事業である。
	

	3
	実施場所の安全性
	天白川や東部丘陵など市・大学の管理地でない場所、ため池等危険を伴う場所では実施しない。
	

	4
	公共性
	事業が地域・社会課題に関係する内容である。
	

	５
	独創性
	事業内容に大学の特徴を活かした工夫がある。
	

	６
	実現可能性
	実施体制、事業計画、資金計画、スケジュール等から事業遂行能力が認められるものである。
	

	７
	実効性
	成果が市民・地域に広く還元され、波及効果がある。
	

	８
	チャレンジ性
	新しいものに取り組む意欲がある。
	

	９
	継続性・発展性
	事業実施後の活動の継続性・発展性が見込まれる。
	

	１０
	協働効果
	協働することで大学または市が単独で実施するより大きな成果が期待できる事業である
	

	１１
	成果品の還元
	事業実施後は、事業を開催した効果が確認できる「事業の開催を周知したチラシ」、「参加者アンケート」、「配布資料や事業当日の写真」を提出する。
	

	１２
	新規性
	昨年と同じ内容ではなく、新規性（手法・対象等）を盛り込んだ事業である。
	

	１３
	事業実施期間
	実施予定期間は、完了届の提出予定日を記載している。
	

	１４
	実施スケジュール
	具体的なスケジュールを記載している。
	

	１５
	事業費明細書
	50,000円を上限として積算している。
	

	１６
	経費
	必要経費を適切に計上し、事業に直接関係のない経費、参加者個人が負担すべき経費、提案書作成にかかる経費などは計上しない。
	

	No
	観点
	確認事項
	✓

	１７
	間接費
	直接人件費×10%までの範囲で計上している。
	

	１８
	旅費
	公共交通機関等の経費を計上し、消費税は含めていない。
	



【採択後の確認事項】
	No
	観点
	確　認　事　項
	✓

	1
	事業内容の変更時
	予算・実施時期等を変更する場合は、地域共生課に事前相談をするとともに、必要に応じて、企画提案書、事業費明細書（変更）の提出や理由書等を提出する。
なお、事業内容の大幅な変更は認められない。
	

	２
	申込み・問い合わせ先
	事業（講座等）に関する申込み・問い合わせ窓口は、原則、大学となることを理解している。
	

	３
	経費の適正な支出
	申請した事業計画書や事業費明細書に沿って支出し、協働事業確認書の金額からの変更は原則不可であることを理解している。
	

	４
	広報活用
	市広報への掲載を希望する場合は、希望月の2か月前の月初め一日までに原稿を準備した上で提出する。
	

	５
	チラシ・ポスター原稿の事前確認（印刷前）
	印刷前に地域共生課に原稿内容の確認をします。また、チラシ、ポスター等に「令和○年度提案型大学連携協働事業」と明記する。
	

	６
	著作権の確認
	楽曲・画像・動画等の著作物の使用については、確認する。著作物の映り込み（服に描かれたキャラクター等）についても確認する。
	

	７
	個人情報の管理
	事業実施のため収集した個人情報が外部に漏れることがないように適切に管理する。また、集めた個人情報は法令を遵守し取り扱い、事業実施以外には使用しない。
	

	８
	安全対策
	事業の内容に応じて、適切な安全対策を実施し、必要に応じ保険加入をする。
	

	９
	成果物の提出
	実績報告書に、チラシ・ポスター、写真、参加者からの事業実施アンケート結果など成果物を添えて提出する。
	

	１０
	事業の成果及び成果品
	事業の成果等は日進市及び大学に帰属することを理解している。成果品には必ず「令和○年度提案型大学連携協働事業」であることを記載する。
	

	１１
	マスコミへの周知
	新聞やテレビの取材を受ける場合には、日進市と協働で実施していることがわかるように「提案型大学協働事業」であることを周知する。
	

	１２
	事業の中止
	やむを得ない事情で事業が実施できないと判断された場合は、地域共生課に速やかに連絡する。
	



